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■京都会場  2011 年 11 月 5 日(土) 13 時 
     京都大学百周年時計台記念館百周年記念ホール 
 
 ■東京会場  2011 年 11 月 26 日(土) 13 時 





挨拶 京都大学大学院経済学研究科長 田中秀夫 
     東京大学ものづくり経営研究センター ディレクター 新宅純二郎   
13:10-13:50 
京都大学大学院経済学研究科 教授 塩地 洋  現代自動車から何を学ぶか 
      ―全体テーマと報告構成―   
第１部 グローバル戦略  
13:50-14:15 
フォーイン 『アジア自動車調査月報』編集長 中田 徹  現代自動車のグローバル戦略と中国事業   
14:15-14:40 
事業創造大学院大学 教授  富山 栄子 現地適応化めざした商品企画･製品開発プロセス   
14:40-15:05 
東京都市大学都市生活学部 教授 井上 隆一郎 外資メーカーブランドの中での現代ブランド   
15:05-15:30 





第２部 日系メーカーとの差別化  
15:40-16:05 
愛知大学経済学部 教授  李 泰王  現代自動車のサプライヤー・ユーザー関係の再構築   
16:05-16:30 
東京大学大学院経済学研究科 (院) 徐 寧教  北京現代汽車のモノづくり思想   
16:30-16:55 





懇親会  京都会場:法経総合研究棟 2 階大会議室    東京会場:京都大学東京オフィス  （参加費 2000 円,協力会会員は無料） 
司会 京都大学経済学部特任教授/東アジア経済研究センター協力会理事 宇野輝 
開会挨拶 京都大学東アジア経済研究センター長 劉徳強 
閉会挨拶 京都大学東アジア経済研究センター協力会副会長 大森經徳 
 









日 時：2011 年 12 月 3 日（土） 14：00～17：50 













報告者：Lv Xin（Graduate School of Economics, Nagoya University） 
テーマ：China’s Stock Returns and Official Interest Rates Shock 
④時 間：17:00−17:50 
 報告者：殷亭（大阪大学大学院経済学研究科・院生） 
テーマ：Retirement Behavior and Bequest Motives in China 
 
注：本研究会は原則として授業期間中の毎月第３火曜日に行います。2011年度における開催(予定)日は以下の通りです。 












現在ホットな話題となっている中越摩擦問題についてベトナム社会科学院中国研究所の Nguyen Thi 
Thu Phuong 氏をお招きして講演会を開催することとなりました。 
日時は 12 月 17 日(土)14:00-17:00  
会場  京都大学経済学研究科 2F201 演習室 












                                                             小島正憲 
 
１．「“壁と卵”の現代中国論」   ２．「北京コンセンサス」   ３．「中国が変える世界秩序」   ４．「１０年後の中国」 
 
１．「“壁と卵”の現代中国論」  梶谷懐著  人文書院  １０月１０日 
副題 ： 「リスク社会化する超大国とどう向き合うか」 











































２．「北京コンセンサス」  園田茂人・加茂具樹共著  岩波書店  １０月２７日 
副題 ： 「中国が世界を動かす？」 








































３．「中国が変える世界秩序」  関志雄・朱建栄編著  日本経済評論社  １０月５日 


































































































４．「１０年後の中国」  高原明生・大橋英夫・園田茂人・茅原郁生・明日香壽川・柴田明夫共著  講談社  １０月２
５日 




































































































2005 年 10.4  12.9 1.8 27.2 1020 28.4 17.6 0.8 ▲0.5 17.6 9.3 
2006 年 11.6  13.7 1.5 24.3 1775 27.2 19.9 ▲5.7 4.5 15.7 15.7 
2007 年 13.0 18.5 16.8 4.8 25.8 2618 25.7 20.8 ▲8.7 18.7 16.7 16.1 
2008 年 9.0 12.9 21.6 5.9 26.1 2955 17.2 18.5 ▲27.4 23.6 17.8 15.9 
2009 年 9.1 11.0 15.5 1.9 31.0 1961 ▲15.9 ▲11.3 ▲14.9 ▲16.9 27.6 31.7 
9 月 8.9 13.9 15.5 ▲0.8 (33.4) 129 ▲15.2 ▲3.5 10.6 18.9 29.3 31.7 
10 月  16.1 16.2 ▲0.5 (33.1) 240 ▲13.8 ▲6.4 ▲6.2 5.7 29.5 31.7 
11 月  19.2 15.8 0.6 (32.1) 191 ▲1.2 26.7 10.0 32.0 29.6 34.8 
12 月 10.7 18.5 17.5 1.9 (30.5) 184 17.7 55.9 9.7 -44.6 27.6 31.7 
2010 年 10.3 15.7 18.4 3.3 24.5 1831 31.3 38.7 16.9 17.4 19.7 19.8 
1 月    1.5  142 21.0 85.6 24.7 7.8 26.0 29.3 
2 月  (20.7) (17.9) 2.6 (26.6) 76 45.7 44.7 2.5 1.1 25.5 27.2 
3 月 11.9 18.1 18.0 2.4 26.3 ▲72 24.2 66.4 28.1 12.1 22.5 21.8 
4 月  17.8 18.5 2.8 25.4 17 30.4 50.1 21.3 24.7 21.5 22.0 
5 月  16.5 18.7 3.1 25.4 195 48.4 48.9 29.3 27.5 21.0 21.5 
6 月 10.3 13.7 18.3 2.9 24.9 200 43.9 34.6 8.3 39.6 18.5 18.2 
7 月  13.4 17.9 3.3 22.3 287 38.0 23.2 12.8 29.2 17.6 18.4 
8 月  13.9 18.4 3.5 23.9 200 34.3 35.5 21.2 1.4 19.2 18.6 
9 月 9.6 13.3 18.8 3.6 23.2 169 25.1 24.4 12.2 6.1 19.0 18.5 
10 月  13.1 18.6 4.4 23.7 271 22.8 25.4 8.7 7.9 19.3 19.3 
11 月  13.3 18.7 5.1 29.1 229 34.9 37.9 28.1 38.2 19.5 19.8 
12 月 9.8 13.5 19.1 4.6 20.4 131 17.9 25.6 9.2 -13.3 19.7 19.9 
2011 年             
1 月   19.9 4.9 23.7 65 37.7 51.4 16.6 11.4 17.3 16.9 
2 月  14.9 11.6 4.9 － -73 2.3 19.7 -10.9 32.2 15.7 16.2 
3 月 9.7 14.8 17.4 5.4 31.2 1 35.8 27.4 10.5 32.9 16.6 16.2 
4 月  13.4 17.1 5.3 37.2 114 29.8 22.0 8.2 15.2 15.4 15.8 
5 月  13.3 16.9 5.5 33.6 130 19.3 28.4 12.1 13.4 15.1 15.4 





7 月  14.0 17.2 6.5 27.7 315 20.3 23.0 2.7 19.8 14.7 15.0 
8 月  13.5 17.0 6.2 33.4 178 24.4 30.4 6.4 11.1 13.6 14.8 
9 月 9.1 13.8 17.7 6.1 27.3 145 17.0 21.1 -3.5 7.9 13.1 14.3 
10 月  13.2 17.2 5.5 34.1 170 15.8 29.1   16.7 14.1 
 
注：1.①「実質 GDP 増加率」は前年同期（四半期）比、その他の増加率はいずれも前年同月比である。 
2.中国では、旧正月休みは年によって月が変わるため、１月と 2月の前年同月比は比較できない場合があるので注意 
されたい。また、(  )内の数字は 1月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。 
  3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に対応
している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の 86%（2007 年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの貿易であ
る。⑨と⑩は実施ベースである。 
出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。 
 
